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多国籍企業経営におけるトラベリング・
エグゼクティブの役割
国民経済雑誌 第 203 巻 第 2号 抜刷
平 成 23 年 2 月
1 は じ め に
外国子会社における戦略の実行や, 本社との関係の構築といったマネジメントは, これま
で現地に数年間滞在しながらマネジメントを行う国外駐在役員 (expatriate) を中心として行
われてきた。しかし, 近年, 従来の駐在役員によるマネジメントでは相対的に高いコストが
かかる一方で, それに見合うパフォーマンスを上げることができておらず (Tungli and
Peiperl, 2009), また, 駐在役員が外国子会社におけるビジネスの進め方に関する知識を十
分に持っていないという指摘もなされており, その存在意義に対して疑問が提示されている。
その一方で, 国際的な交通手段や情報通信網の整備にともない, 新たなタイプのマネジメン
トが可能となってきており, 実際に多くの多国籍企業における外国子会社で採用され始めて
いる。その一つが, トラベリング・エグゼクティブ (Traveling Executive) と呼ばれるマネ
ジャーあるいは技術者を外国子会社に派遣し, 子会社のマネジメントに加えるという方法で
ある。
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多国籍企業経営におけるトラベリング・
エグゼクティブの役割
本稿の目的は, 外国子会社のマネジメントにおけるトラベリング・エグゼクティ
ブの役割について検討することである。具体的には, トラベリング・エグゼクティ
ブの外国子会社における活動を確認した上で, 彼らの外国子会社における重要性が,
当該子会社が設立されてからの時間の経過に伴い, どのように変化するかについて
考察する。検討の結果明らかになったことはトラベリング・エグゼクティブの外国
子会社における役割のうち, 特に「特別なプロジェクト」あるいは「戦略」が重要
であることであった。また, トラベリング・エグゼクティブの重要性の経時的変化
に関しては, 彼らの重要性は一度低下するものの, その後再度上昇する, つまりＵ
字型のカーブを描くことが明らかとなった。この重要性の時間的変化は「特別なプ
ロジェクト」について見られた。
キーワード トラベリング・エグゼクティブ, 多国籍企業経営, 駐在役員,
外国子会社マネジメント, 人的資源管理
多国籍企業における人的資源管理を対象とした研究について見てみると, 既存研究では国
外駐在役員に焦点を当てたものがほとんどであり, 外国子会社のマネジメントにおいて駐在
役員の果たす役割について研究が蓄積されてきた (Gong, 2003 ; 近藤, 2007, pp. 35)。しか
し, 新しい外国子会社のマネジメントに関する議論は端緒についたばかりであり, 彼らが外
国子会社において果たす役割や駐在役員との相違点については十分に理解されているとは言
えない。
こういった多国籍企業における実際のマネジメントおよび研究の動向を踏まえて, 本稿で
は外国子会社のマネジメントにおけるトラベリング・エグゼクティブのあり方を探索的に明
らかにすることを目的としている。より具体的には, トラベリング・エグゼクティブは外国
子会社においてどのような役割を必要とされているのかという問題に対し, 外国子会社にお
いて必要とされている役割, ならびに外国子会社が設立されてから経過した年数によって,
トラベリング・エグゼクティブの役割の重要性がいかに変化するのかという点から検討を行
う。
本稿はトラベリング・エグゼクティブの外国子会社における役割について, 以下の順序で
検討を行う。まず, 次節では近年外国子会社において生じているマネジメントの変化および
その背景について確認し, その上で本稿で取り上げるトラベリング・エグゼクティブの特徴
を国外駐在役員との比較から明らかにする。次に, 多国籍企業における人的資源管理の研究
を整理し, 具体的な検討課題を示す。その上で, この検討課題について, ドイツ企業の在日
子会社を対象とした質問票調査をもとに, 統計的な分析を行う。最後に分析結果に基づいて
考察を行う。
2 外国子会社マネジメントの変化
外国子会社のマネジメントは, これまで現地に数年間滞在しながらマネジメントを行う国
外駐在役員を中心として行われてきた (Boyacigiller, 1990 ; Dowling and Welch, 2004 ; Harzing,
2001 ; Schweiger et al., 2003 ; Tung, 1981)。一般的に駐在役員とは, 本社と雇用契約を結ん
でいて, 2 年間から 5年間本社から外国子会社に派遣され, 外国子会社で様々なマネジメン
トを行う人々のことを指す。Bebenroth et al. (2007) によれば, 外国子会社における駐在役
員にとって最も重要なタスクは, 本社と子会社との関係の構築や方針の調整であった。また
その他に, 子会社の戦略の遂行や子会社そのものの設立にも駐在役員は重要な役割を担って
いた。しかし, 駐在役員による外国子会社のマネジメントには様々な問題点も指摘されてい
る。
駐在役員を派遣して外国子会社のマネジメントを任せるという方策の問題点は大きく 2種
類に分けることができる。まず, 駐在役員本人の動機付けの問題である。駐在役員は外国子
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会社に 2年から 5年間派遣されることになるが, 派遣される人材自身のキャリアを考えると,
このことは本社でのキャリア上不利になる (中村, 2008 ; 高橋, 2005, p. 146166)。例えば,
それまで同様のキャリアを歩んできた 2人の社員を考える場合, 駐在役員として派遣される
と, 本社に残って仕事を続けた場合よりも, 本社での業務遂行能力は劣ることになる。した
がって, 派遣から帰国すると, それまで同様のキャリアを歩んでいた社員と比べて低いレベ
ルの業務に従事することになる。さらに, 駐在役員の家計の問題もある。Organization Re-
sources Counselors (2002）が行った調査によれば, 駐在役員になることを拒否する最も多
い理由は, 駐在役員になると共稼ぎを維持できないことであった。そのため, こういった社
員は駐在役員よりも, より短期間での海外派遣を望む傾向にある。
駐在役員のもう一つの問題点は, コスト上の問題である。駐在役員を派遣してマネジメン
トに当たらせる場合, 必要となるのは給料だけではない。駐在役員本人が国外に滞在するに
当たって必要な住宅や家族の教育費や渡航費などが必要となる。特に, 駐在役員の動機付け
の面での問題を踏まえると, 駐在役員が国外で満足のいく生活を行うために必要となる費用
は必然的に高くなるだろう。しかし, 一方で, 駐在役員として派遣される人材は, 異なる外
国子会社の役員を歴任し本社に長期間帰らない場合が多い。このようなキャリアを歩む場合,
本社との直接的な関わりが長期間絶たれることで, 本社との交渉能力において現地での雇用
者 (local hire) とあまり変わらなくなってしまうことがありうる。結果として, 駐在役員は
コストが高い一方で, 長期間本社にいないため, 駐在役員としての業務を行うことが難しく
なるというジレンマが生じる。
具体的に見てみれば, まず, 駐在役員は外国子会社の業績向上に十分貢献できていないと
いう点, そして, 当初の計画よりも予定外に早く本社に戻る駐在役員が多いという点が指摘
される (Harzing, 2001, Tung, 1981)。McCaughey and Bruning (2005) によると, 平均的に30
％のアメリカ人とイギリス人の駐在役員は赴任前に本社から求められた役割を果たせなかっ
たとされている。同様の問題は日本におけるドイツ企業の駐在役員においても生じている
(Tungli and Peiperl, 2009)。
これに対して, 近年外国子会社のマネジメントは駐在役員以外にもさまざまな人々によっ
て行われ始めている。外国子会社のマネジメントを行う人々について, 彼らの国籍, 契約方
式および外国子会社での滞在期間によって分類すれば, 以下の表のようになる (表 1 )。本
社は子会社の存在する国に住んでいる本社の国籍 (Parent Country National : PCN) の人物を
雇用する可能性があり (local hire), また, 本社とも子会社とも異なる国籍の従業員 (Third
Country National : TCN) を雇用することがある。さらに, 子会社の国籍を持っているが, 本
社でインターンを経験した後に子会社に戻って従業員になる (inpatriate) という可能性もあ
る。本稿ではこのような様々な選択の可能性の中から特にトラベリング・エグゼクティブに
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関する検討を行う。
トラベリング・エグゼクティブの特徴は, 彼らの外国子会社における滞在期間の短さにあ
る。ただ, 以下で詳述するが, 現時点でトラベリング・エグゼクティブに関する研究は少な
い。これには様々な理由が考えられるが, 特に, Welch et al. (2007) も述べるようにトラベ
リング・エグゼクティブの定義の難しさにあると思われる。そのためトラベリング・エグゼ
クティブの捉えられ方も研究によって様々である (e. g. Brewster et al., 2001 ; Mayerhofer et
al., 2004 ; Welch et al., 2003 ; Welch et al., 2007)。ここでは, こういったトラベリング・エグ
ゼクティブの特徴に関する諸研究の見解を確認した後で, 本研究におけるトラベリング・エ
グゼクティブの捉え方を示す。
まず, トラベリング・エグゼクティブの滞在期間についてである。トラベリング・エグゼ
クティブは伝統的な駐在役員と同様に外国子会社のマネジメントを行うが, 彼らの滞在期間
は駐在役員と比べて相対的に短期間であるといえる。ただ, 具体的な滞在期間については,
様々な見解がある。例えば, 彼らの滞在期間を最短で 2日間からであると指摘する研究があ
る (Welch et al., 2007 ; Mayerhofer et al., 2004)。また, PricewaterhouseCoopers (2005) によ
ると国外出張よりも長く駐在役員としての滞在よりも短い期間としており, 一般的には 1ヶ
月から 3ヶ月であるとされる。その一方, Tahvanainen et al., (2005) とPeltonen (2001) は,
トラベリング・エグゼクティブが 6ヶ月から 1年間にわたり外国子会社で働くと述べている。
次に, トラベリング・エグゼクティブの働き方に関しても, これまでに様々なタイプが指
摘されている (Tahvanainen et al., 2005)。具体的には, 子会社に数ヶ月間滞在しマネジメン
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3 トラベリング・エグゼクティブの
1)
特徴
表 1 外国子会社マネジメントの様々なタイプ
国 籍 契 約 方 式 滞 在 期 間
駐在役員
(expatriate)
本社と同じ国籍
(PCN)
本社との契約 2年～ 5年
本社とも子会社とも
異なる国籍
(TCN)
本社との契約 2年～ 5年
トラベリング・エグゼクティブ
(travelling executive)
PCN 本社との契約 1日～半年
TCN 本社との契約 1日～半年
現地雇用
(local hire)
PCN 子会社との契約 5年以上
TCN 子会社との契約 5年以上
inpatriate 子会社と同じ国籍 子会社との契約 5年以上 (本社で研修
を受け,子会社に戻る)
host country national (HCN) 子会社と同じ国籍 子会社との契約 5年以上
トを行うタイプ (Short term assignment) 以外にも, 定期的に子会社を訪れてその都度管理
を行うタイプ (Rotation) や通勤者 (Commuters) も含まれている。さらに, Tahvanainen et
al. (2005) は実際に外国子会社へ赴任せずに管理を行うというタイプもトラベリング・エグ
ゼクティブというカテゴリーに含んでいる。
本研究では, 上記の分類のうち, 最も一般的見解である子会社に数ヶ月間滞在し管理を行
うタイプおよび, 定期的に子会社を訪れて管理を行うタイプをトラベリング・エグゼクティ
ブとして議論を進める。
最近では, トラベリング・エグゼクティブの派遣は多国籍企業のマネジメントにとって重
要な課題の一つである。PricewaterhouseCoopers (2005) のアンケートにおいて, 回答した
企業の92％は, トラベリング・エグゼクティブは主に技術的な問題解決に従事しており, 21
％の企業は彼らの国際的な移動性を高める予定であるとしている。この重要性は実際に外国
子会社に派遣されているマネジャーの数を見れば明らかである。トラベリング・エグゼクテ
ィブのメンバーは業績や, 国際的な知識が高く, ネットワークも広い (Welch et al., 2007)。
4 国外への人材派遣に関する先行研究の検討
4. 1 理論的背景
人的資源管理論の分野で国外駐在役員に関する研究は, 取引コスト理論 (Transaction cost
theory) や資源ベースの視点 (Resource-based view) から盛んに行われている。取引コスト
理論の観点からは, 多国籍企業は外国子会社の管理を, 本社から出向する駐在役員に任せる
か, 外国子会社のある国や地域で確保した人材に任せるかといった論点や (Stahl et al.,
2005) 本社と子会社間の取引コストを低減する役割としての駐在役員のあり方が, 探求され
る (Tan and Mahoney, 2005)。
また資源ベースの視点から見れば, 会社にとって最も重要な経営資源は, 高い知識を持っ
ている人材である。この人材は代替が不可能であるため, こういった人材を持つ企業は他社
に対して競争優位性があると言われている (Barney 1991)。
さらに近年では, 駐在役員については, 本社から子会社に知識をどのように移転するかに
関する知識ベースの視点からの研究も行われており (Downes and Thomas, 2000 ; Hocking,
Brown & Harzing, 2007), 知識移転に伴う駐在役員の役割が重要なトピックとなっている。
4. 2 外国子会社におけるマネジメントのあり方
既に述べたように, 外国子会社における人的資源管理の研究では, これまでもっぱら国外
駐在役員が検討の対象となってきた。そこでは, 主に本社から子会社, または子会社間の知
識移転に関する議論が行われてきた (Bartlett & Goshal, 1989 ; Nonaka & Takeuchi, 1995)｡
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一方, 子会社を管理するための他の選択肢についての研究は十分に行われているとは言えな
い (Gaur et al., 2007)。
トラベリング・エグゼクティブに関する研究についても同様に人的資源管理論の分野では
余り行われていない (Welch et al., 2007 ; Mayerhofer et al, 2004)。しかし, Minssen and
Schmidt (2008) はドイツの化学会社の検討を通じて, 欧州の他の国々に進出している大部
分の子会社のマネジメントは, 駐在役員ではなくトラベリング・エグゼクティブによって行
われていることを示しており, 外国子会社のマネジメントを議論する際に, トラベリング・
エグゼクティブを分析の射程に収める必要性が高まっているといえるだろう。
また, 外国子会社設立からの時間の経過と駐在役員の重要性の変化に関する研究では, 設
立からあまり時間が経っていない子会社では取締役会における駐在役員の割合が高いと言わ
れている。これは, 設立されたばかりの子会社では, 本社との緊密なコミュニケーションが
必要となり, コミュニケーションを通じた本社と子会社間の知識交換に当たり駐在役員が中
心的な役割を担う必要があるためである。子会社の設立からある程度の時間が経過すると本
社とのコミュニケーションの必要性が低くなり, それに伴って駐在役員の割合が低下する
(Gong, 2003)。
しかし, 駐在役員の外国子会社の取締役会における割合は時間の経過と共に低下するので
はなく, 一定期間を超えると再度増加するというＵ字型のカーブを描くことが指摘されてい
る (Downes and Thomas, 2000)。この論点については, 取締役会を構成する人数のうちの駐
在役員の割合という数の面だけではなく, 駐在役員の外国子会社における役割という視点か
らも検討されており, 外国子会社が駐在役員に求める役割の重要性は, 設立後一定期間まで
は低下するがその後増加すると指摘されている。また, こういった研究で駐在役員に求めら
れている役割は, 特に, 本社との調整 (“coordination with headquarter”) や戦略の変化
(“change in strategy”) の速やかな実行である (Bruning et al., forthcoming)。
以上の議論を踏まえ, 本稿では, まずトラベリング・エグゼクティブが外国子会社におい
て果している役割, および, 彼らの外国子会社における役割の重要性が, 子会社設立後経過
時間に伴う変化について, 日本におけるドイツ企業の子会社を対象に行った調査をもとに検
討する。
5 分 析 方 法
調査・分析は以下の手順で行われた。まず, マネジャー11人に対してインタビュー調査を
行った。インタビューイーは, ドイツ企業の在日子会社の駐在役員であるドイツ人と, 日本
で契約されたドイツ人 (local hire) および日本人のマネジャーであった。尚, 本インタビュ
ー調査は, トラベリング・エグゼクティブを含む様々なタイプの外国子会社のマネジメント
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のあり方に関する調査の一環として行われたものであった。そこで得られた知見に基づいて
質問票を作成し, 2007年度にドイツの商工会議所と共同で451通の質問票を日本におけるド
イツ企業のマネジャーに電子メールにて送付した。
2)
質問票送付の結果, 121社より回答を得
ることができた。この回答を得た121社のうち, 86社が子会社, 24社が合弁会社, 7 社が外
国営業所 (Representation Office) そして残りの 4社はその他であった。以上の質問票結果を
集計した上で, トラベリング・エグゼクティブのマネジメントに関わる 8項目の要素（特別
なプロジェクト, 戦略, 日常的なビジネス, 販売, マーケティング, 人的資源管理, コント
ローリング, R & D) を取り出し, 以下で述べる二つの統計的な分析を行った。
第一に, トラベリング・エグゼクティブが外国子会社でどういった役割が求められている
かを明らかにするため, 全 8項目の要素について, 記述統計とｔ検定を行った。尚, この分
析は「全く重要ではない」を 1とし,「とても重要」を 5 とする 5 ポイントのリッカート尺
度 (Likert-type) に基づいて行った。
第二に, 日本への進出からの時間経過に伴ってトラベリング・エグゼクティブの重要性が
どう変化するかを分析した。分析は, まず対象となる企業を, 子会社設立からの経過に基づ
いて, 設立から20年未満, 20年以上35年未満, 35年以上の三つのグループに分類した。
その上で, 上記の分析で用いた 8項目について, のグループとのグループ, のグル
ープとのグループそれぞれの間で, 独立したサンプルの t検定 (independent sample t
test) を行った。
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表 2 トラベリング・エグゼクティブの役割とその重要性（Pearson検定）
特別なプロ
ジェクト
戦 略
日常的な
ビジネス
販 売
マーケテ
ィング
人的資源
管理
コントロ
ーリング
R & D
特別なプロ
ジェクト
1
戦 略 0.394** 1
日 常 的 な
ビ ジ ネ ス
0.2899* 0.4612** 1
販 売 0.1027 0.2467* 0.4849** 1
マーケティ
ング
0.1231 0.2792* 0.3085** 0.496** 1
人的資源管理 0.0887 0.2173 0.3144** 0.2397* 0.4083** 1
コントロー
リング
0.1574 0.2631* 0.4097** 0.3049** 0.2937* 0.2698* 1
R & D 0.1109 0.0997 0.252* 0.3843** 0.3683** 0.1474 0.2332 1
**＝ 1 ％; *＝ 5 ％
6 結 果
6. 1 分析結果
まず, 記述統計の結果から示す（表 3 )。全てのケースでは, 記述統計で見てみると「特
別なプロジェクト」が一番重要 4.08, 二番目は「戦略」3.39である。他の要素は 3
点未満である。t検定の結果を見ると「特別なプロジェクト」と「戦略」が 1％水準で統計
的に有意である (表 3 )。
また, 重要性の経時的変化に関しては,「日常的なビジネス」と「販売」以外の, 殆どの
項目はＵ字型のカーブを描くことが分かる。この二つを除く項目では, 企業の設立から日が
浅い時期においては重要な項目である一方で, 年を経ればその重要性が低くなるという変化
が見られる。
20年未満の会社と20年以上35年未満の会社の間では「特別なプロジェクト｣,「戦略｣,「人
的資源管理｣,「R&D」の 4項目が統計的に有意である。しかし, 20年以上35年未満の会社
と35年以上の会社の間では ｢特別なプロジェクト｣ のみが有意である｡ (独立・サンプル t
検定 1％有意, 表 4 )。
6. 2 結果の解釈
本節では, 前節における分析結果の要約ならびにその考察を行う。改めて確認すれば, 本
稿の問題関心は, ①トラベリング・エグゼクティブは外国子会社のマネジメントにおいてど
ういった役割が求められているのか, ②その役割の重要性は, 外国子会社の進出からの時間
の経過に伴ってどのように変化するのか, であった。
分析の結果から明らかになったことは, 第一に外国子会社のマネジメントにおいてトラベ
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表 3 トラベリング・エグゼクティブの役割とその重要性 (t検定)
様々な仕事の部分
全てのサンプル ttest
M SD
特別なプロジェクト 4.08 1.09 0.0000 ***
戦 略 3.39 1.17 0.0003 ***
日常的なビジネス 1.91 0.96 1.0
販 売 2.67 1.11 0.9991
マ ー ケ テ ィ ン グ 2.90 1.06 0.8344
人 的 資 源 管 理 2.09 0.82 1.0
コントローリング 2.30 1.03 1.0
R & D 2.84 1.22 0.8962
***＝ 1 ％; **＝ 5 ％; *＝10％; Mean : Ha＞3
リング・エグゼクティブに求められている役割は, 特に「特別なプロジェクト」と「戦略」
に関わることであった。この結果を駐在役員の外国子会社における役割を検討した先行研究
の結果とを比較すると, 両者は外国子会社の戦略に携わるという点では共通した役割を求め
られているということができるだろう。
また, 子会社設立後の経過年数によって区分されたグループ間で, 子会社に求められるト
ラベリング・エグゼクティブの役割の重要性の変化を分析した結果,「特別なプロジェクト｣,
「戦略｣,「人的資源管理｣,「R&D」については, 設立後20年未満の外国子会社と設立後20
年以上35年未満の外国子会社との間で, トラベリング・エグゼクティブの役割の重要性が低
下した。しかし「特別なプロジェクト」に関する役割の重要性は, 外国に進出してから20年
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図 1 トラベリング・エグゼクティブの役割とその重要性
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R & D
注：1は「全く重要ではない｣, 5 は「とても重要｣。
表 4 重要性の時間的な変化（独立・サンプル t検定)
トラベリング・
エグゼクティブの
やり方
20年未満
20年以上
35年未満
有意性(20年未満と
20年以上35年未満)
35年以上
有意性(20年以上35
年未満と35年以上)
M SD M SD M SD
特別なプロジェクト 4.32 0.88 3.78 1.38 ** 4.23 0.82 *
戦 略 3.61 1.05 3.14 1.26 * 3.39 1.13 n. s.
日常的なビジネス 2.20 1.15 1.80 0.87 n. s. 1.75 0.81 n. s.
販 売 2.92 1.02 2.56 1.30 n. s. 2.56 0.94 n. s.
マーケティング 3.09 0.98 2.75 1.23 n. s. 2.84 0.99 n. s.
人 的 資 源 管 理 2.29 0.75 1.91 0.89 * 2.03 0.84 n. s.
コントローリング 2.57 0.95 2.14 1.22 n. s. 2.25 0.91 n. s.
R & D 3.22 1.21 2.63 1.22 * 2.67 1.36 n. s.
注：三つのグループのサンプルサイズは112社; 20年未満は37社; 20年以上35年未満は37社; 35年以上は38社。
**＝ 5 ％; *＝10％
未満の子会社と進出後20年以上35年未満の子会社との間では低下するが, 進出後35年以上の
子会社については, 役割の重要性が再度高くなるという, U字型のカーブを描きながら変化
することが明らかとなった。
この結果に対し, まず, 設立後20年未満の外国子会社と設立後20年以上35年未満の外国子
会社との間で, トラベリング・エグゼクティブの重要性が低下したことについて考察を行う。
Gong (2003) など, 駐在役員を対象とした先行研究でも指摘されていたが, トラベリング・
エグゼクティブの重要性の低下については, 子会社設立後の年数を経ることで, 外国子会社
の本社に対する自立性が高まったことが考えられる。外国子会社設立当初は, 本社の方針に
沿いながら子会社を運営するために, 本社より派遣されるマネジャーには本社と子会社との
調整や子会社の戦略の遂行, 子会社で働くスタッフの管理などの役割が求められる。しかし,
設立より時間が経過するにつれて, それぞれの外国子会社は本社と緊密な連携をとることな
く運営を行うことが可能となることが考えられる。このように子会社の自立性が高まるにつ
れて, 本社より派遣されるトラベリング・エグゼクティブなどのマネジャーの重要性は相対
的に低下すると考えられる。
続いて, 設立後20年以上35年未満の外国子会社と設立後35年以上経過している外国子会社
との間における重要性の変化について考察を行う。知識ベースの考え方を基盤とする多国籍
企業研究では, 上述のように, 子会社は設立から時間が経過するにつれて, 本社から派遣さ
れたマネジャーを通じて行われてきた子会社への知識移転が進展することで, 本社からの自
立性が高まるとともに, マネジャーの重要性が低下するということが一般的な見解である
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注：1は「全く重要ではない｣, 5 は「とても重要｣｡
図 2 重要性の時間的な変化
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(e. g. Downes and Thomas, 2000)。では, 年数が経過するにつれて,「特別なプロジェクト」
に関して, トラベリング・エグゼクティブの重要性が再度高くなるという分析結果について
は, どのように考えることができるだろうか。この結果に対するひとつの解釈としては, 外
国子会社のマネジメントを通じて得られた経験を共有するために形成されるプロジェクト・
チームにトラベリング・エグゼクティブが参加することが考えられる。
現在では, 多国籍企業の業績を上げるために, 様々なプロジェクトチームを組むことは不
可欠であるという指摘が行われている (Schweiger et al., 2003)。例えば, Grotenhuis (2009)
は, 日本での M&A活動に関する研究を通じて, 被買収企業の業績向上のために非常に大
切なことは, M&Aに関わる二つの企業を横断するチームの形成だと指摘した。このような
領域横断的なチーム形成の重要性に関する指摘は, 多国籍企業の本社と外国子会社の関係性
の構築についても同様の含意を持つといえるだろう。本稿の分析対象である日本における外
資系企業の子会社にとって, 本社との関係を築くためにプロジェクト・チームを形成するこ
とは極めて大切な戦略であるといえる。
分析結果に対して, 取引コスト理論から考察を加えれば, 外国子会社と本社との間に, コ
ンサルティング会社のような企業外からではなく, 自社の従業員をトラベリング・エグゼク
ティブとして派遣し, プロジェクト・チームを形成する。
また, 知識ベースの理論から考察を加えると別の説明が考えられる。多国籍企業の外国子
会社は, 本社と連携し, 知識を移転することで子会社としての競争力を維持する必要がある。
一方で, 本社としても, 外国子会社の長年の活動を通じて得られた知識を共有することで,
本社の競争力をより高めることができる｡ 本社と連携するために本社と子会社の両方のメン
バーから成るプロジェクト・チームが編成されるが, このチームにトラベリング・エグゼク
ティブが参加することで知識の移転が円滑に行われる。したがって, トラベリング・エグゼ
クティブの役割としてプロジェクト・チームへの参加が重要となる。
では, なぜ近年新たにトラベリング・エグゼクティブを派遣する必要が生じてきたのか。
それは, 既に述べた, 駐在役員の問題点と関わっている｡ 外国子会社において形成されるプ
ロジェクト・チームの多くは本社との連携を目的としたものである。これまで, プロジェク
ト・チームには外国駐在役員が参加してきた。しかし, 外国駐在役員は長期間海外での滞在
が続くため, 当初見込まれたような本社とのつながりが次第に希薄になり, プロジェクト・
チームに参加したとしても, 期待されたような本社との連携が実現できないという問題が考
えられる。本社との連携のために作られたプロジェクト・チームを機能させるためには, よ
り本社との関わりが強いトラベリング・エグゼクティブが適していると考えられる。
これまでの検討で, 外国子会社のマネジメントにおいて, トラベリング・エグゼクティブ
の重要性を議論してきた。しかし, このことは外国子会社のマネジメントが従来の駐在役員
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によるマネジメントからトラベリング・エグゼクティブによるマネジメントへ転換したこと
を示すものではない。実際に多くの多国籍企業の外国子会社において依然として駐在役員は
雇用されている。また, 本研究の結果を, 駐在役員を対象とした研究と比較すれば, 両者の
外国子会社のマネジメントにおける役割の違いを確認することが出来るだろう。したがって,
外国子会社のマネジメントは駐在役員とトラベリング・エグゼクティブとの協働によって行
われていると考えられる。
3)
7 お わ り に
本研究では二つの検討課題があった。一つは, 外国子会社に派遣されるトラベリング・エ
グゼクティブがどういった役割を担うのかであった。もう一つは, トラベリング・エグゼク
ティブの重要性の経時的変化であった。
結果として得られた発見事実は, まず「特別なプロジェクト｣ と ｢戦略｣ が日本に派遣さ
れるトラベリング・エグゼクティブにとって大切な役割といえることであった。また, 外国
子会社の設立以降, 年を経るに従って, 殆ど全ての役割の重要性はＵ字型に変化するが, こ
のうち「特別なプロジェクト」だけが統計的に有意であった。さらに,「戦略｣, ｢人的資源
管理｣, ｢R&D」については, 設立後すぐから20年未満の若い企業と設立後20年以上35年未
満の企業との間で, その重要性の低下が統計的に示された。
上記のような発見事実は得られたものの, 本研究では様々な限界がある。第一に, 質問票
では「子会社ではどのぐらいトラベリング・エグゼクティブが来るか, 時間的にどのぐらい
滞在するのか」といった, より詳細なトラベリング・エグゼクティブの動向に関する調査は
行えなかった。第二に,「特別なプロジェクト」の意味はかなり広い定義であるため, 次の
研究においては, この定義をより詳細に検討するためにインタビューを実施したい。第三に,
今回の調査は日本におけるドイツ企業の子会社が対象だったが, 他の国の会社であれば, こ
の結果が違うかもしれない。これらの限界点の検討は今後の課題としたい。
本研究は以上のような限界を持つが, 日本における多国籍企業の人的資源管理についての
新しいトピックを考察した。グローバル化がより進展する中で, トラベリング・エグゼクテ
ィブの重要性はこれからますます増えると考えられる。従って, トラベリング・エグゼクテ
ィブについてのさらなる研究が必要となるだろう。
注
1) 外国子会社に相対的に短期間滞在してマネジメントを行う役員については, 研究によってさま
ざまな名称が用いられている。たとえば, Mayerhofer et al. (2004) はフレックスパトリエト
(Flexpatriate) という言葉で表現されている。本稿ではトラベリング・エグゼクティブと表記す
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る。
2) 質問票調査のための質問項目の作成はベーベンロートとヴェルナー・パシャ教授（デュイスブ
ルグ・エッセン大学 (Duisburg-Essen University)) と共に行った。質問票の共同作成者であるパ
シャ教授に感謝する。尚, 回答を容易に行えるように, 質問票はドイツ語, 日本語と英語にて作
成した。
3) 近年, 世界的に駐在役員の早期帰国が減少している。このことは, トラベリング・エグゼクテ
ィブとの協働がもたらした結果と見ることも出来るかもしれない。
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